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居宅介護支援事業所 重要事項説明書  
（令和 7年 4月 1日） 

 

居宅介護支援サービスの提供に当たり、当事業所が説明すべき重要事項は次のとおりです。 

 

１ 指定居宅介護支援を提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人曽於市社会福祉協議会 

代 表 者 氏 名 会長  山本 ひとみ 

本 社 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

〒899-4101 鹿児島県曽於市財部町南俣５０４番地１ 

電話 0986-72-0460  ＦＡＸ 0986-72-0425 

法人設立年月日 平成 17年 7月 1日 

 

２ 利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

(1)  事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 曽於市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
鹿児島県 第 4671600064 号 

事 業 所 所 在 地 
〒899-8102 

 鹿児島県曽於市大隅町岩川５７１８番地１ 

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

管理者 鎌田 智洋 

連絡先 電話 099-482-4540   ﾌｧｯｸｽ番号 099-482-4575 

事業所の通常の 

事業の実施地域 
通常の事業実施地域として曽於市内とします。 

 

(2)  事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

 

社会福祉法人曽於市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が開設する曽

於市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所（以下「事業所」という。）が

行う指定居宅介護支援の事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保

するために人員及び管理運営に関する事項を定め，事業所の介護支援専門

員が，介護保険法の理念に基づき、要介護状態又は要支援状態にある高齢者

に対し、自立した生活を送れるように、適正な指定居宅介護支援を提供する

ことを目的とします。 

運 営 の 方 針 

 

① 事業所は，被保険者が要介護状態等となった場合においても，その利用

者が可能な限り居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことが出来るように配慮して，その支援を行います。 

② 事業所は，被保険者の要介護認定等に係る申請に対して，利用者の意思

を踏まえ，必要な協力を行う。また，被保険者が申請を行われているか

否かを確認し，その支援も行います。 

③ 事業所は，被保険者の選択により，心身の状況，その置かれている環境

等に応じて，適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者

から，総合的かつ効果的に介護計画が提供されるよう配慮し努めます。 

④ 事業所は市町村等から介護認定調査の委託を受けた場合は，公平，中立，

さらに被保険者に対して正しい調査を行い，またその知識を有するよう

研鑽に努めます。 

⑤ 事業所は，利用者の意思及び人格を尊重し，常に利用者の立場に立ち，

利用者に提供されるサービスが，特定の事業者に不当に偏することのな

いよう公平，中立に行います 

⑥ 事業の運営に当たっては、曽於市（保険者）、地域包括支援センター、在

宅介護支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者、
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介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する特定相談支援事業者、

住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な

取組を行う者等との連携に努めます。 

⑦ 感染症の予防及びまん延の防止について、事業所は定期的な委員会の開

催、指針の整備、定期的な研修の実施、訓練（シミュレーション）等の

必要な措置を講じます。 

⑧ 業務継続に向けた取組の強化について、事業所は感染症や災害が発生し

た場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できるように業

務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）

等の必要な措置を講じます。 

⑨ 利用者の人権の擁護、虐待の防止のため、必要な体制の整備を図るとと

もに、従業者に対し研修を実施する等の取り組みを行います。    

（ヤングケアラー、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者

への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加） 

⑩ ①～⑨の他「曽於市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準を条例等の関係法令に定める内容を遵守し、事業を実施するものと

します。 

 

(3)  事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

(4)  事業所の職員体制 

管 理 者  鎌田 智洋 

職 職 務 内 容 職 

管 理 者 
事業所を代表し，業務の総括の任務に当たります。 

管理者は主任介護支援専門員の資格を有する者とします。 

常勤１名 

（兼務） 

介護支援専門員 居宅介護支援業務を行います。 常勤 1名以上 

事 務 員 事務を行う。 
常勤又は非常勤

1名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 日 

営業日 月曜日から金曜日までとします。 

ただし，国民の祝日に関する法律に規定する休日及び 12月 29日から 

1月 3日までを除きます。 

営 業 時 間 午前 8時 30分から午後5時 15分までとします。 

そ の他 
上記の営業日，営業時間のほか，電話等により 24 時間の連絡体制を確保す

るものとします。 
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(5)  居宅介護支援の内容、利用料及びその他の費用について 

居宅介護支援の内容 
利用料 

（月額） 

利用者負担額 
（介護保険適用の場合） 

① 居宅サービス計画の作成 

・居宅介護サービスの担当者の設置 

・居宅サービス事業所等に関する情報の提供 

・利用者の実態把握 

（居宅サービス計画ガイドライン方式） 

・居宅サービス計画原案の作成 

・居宅サービス計画に対する利用者の同意、交付 

・居宅サービス計画の実施状況の把握 

・必要に応じての居宅サービス計画の変更 

・居宅サービス事業所等との連絡調整  

（6）の表の 

とおり 

介護保険適用とな

る場合には、利用料

を支払う必要があ

りません。 

（全額介護保険に

よ り 負 担 さ れ ま

す。） 

② サービスの実施状況の継続的な把握、評価 

・少なくとも１月に１回の利用者の居宅の訪問 

し、利用者に面談（モニタリング）の実施 

及び結果の記録 

※別紙記載の要件を満たした場合については、2 月に 1

回の居宅の訪問（モニタリング）実施の場合あり  
③ サービス担当者会議の開催 

 ・新規に要介護認定を受けた場合 

 ・要介護更新認定を受けた場合 

 ・要介護認定区分の変更認定を受けた場合 

 ・その他必要に応じての開催又は担当者に対する照会

にて対応 

④ 給付管理 

⑤ 要介護認定申請に対する協力、援助 

⑥ 相談業務 

⑦ 介護保険施設等への紹介等 

・介護保険施設等への入所、入院に係る援助 

 ・介護保険施設等から退所、退院に係る援助 

⑧ その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援 

⑨ 介護予防支援事業業務の受託   

 

（6） 利用料 

要介護度区分 

 

取扱い件数区分 

要介護１・２ 要介護３～５ 

介護支援専門員１人に当りの利

用者の数が 45人未満の場合 

居宅介護支援費Ⅰ１ 

１０，８６０円 

居宅介護支援費Ⅰ２ 

１４，１１０円 

〃  45 人以上 60人未満

の場合において、45以上の部分 

居宅介護支援費Ⅱ１ 

５，４４０円 

居宅介護支援費Ⅱ２ 

７，０４０円 

〃  60 人以上の場合の場

合において、60以上の部分 

居宅介護支援費Ⅲ１ 

３，２６０円 

居宅介護支援費Ⅲ２ 

４，２２０円 

※ 当事業所が運営基準減算に該当する場合は、上記金額の50／100又は0／100となります。また、

特定事業所集中減算に該当する場合は、上記金額より 2,000円を減額することとなります。 

※ 45 人以上の場合については、契約日が古いものから順に割り当て、45件目以上になった場合に

居宅介護支援費Ⅱ又はⅢを算定します。 
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※ 居宅介護予防費Ⅱの要件について、ケアプランデータ連携システムを活用しかつ事務職員を配

置している場合に改めるとともに、45以上 60未満から 50件以上 60未満とします。 

※ 看取り期におけるサービス利用前の相談や調整等において、モニタリングやサービス担当者会

議における検討など必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険

サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適当と認められた場合は、居宅介護支援の

基本報酬を算定することができます。 

※ 特別地域加算：厚生労働大臣が定める地域（過疎地域等）に所在する事業所が、サービス提供

を行った場合、所定単位数に 15/100 を乗じた単位数を算定できる。 
 
（7） 加算について 

 加 算 加算額 内 容 ・ 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

初 回 加 算 3,000 円/月 

・新規（又は2か月以上利用が無い）の場合 

・要支援者が要介護認定を受けた場合 

・要介護状態区分が２区分以上変更された場合 

上記の場合で、居宅サービス計画を作成した際に

加算されます。 

通院時情報連携加算 500 円/月 

利用者が医療機関で診察を受ける際に同席し、医

師等（歯科医師含む）と情報連携を行い、当該情

報を踏まえてケアマネジメントを行った際に、1

月に 1回を限度として加算されます。 

入院時情報 

連携加算 

(Ⅰ) 2,500 円/月 
利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、

病院又は診療所の職員に対して、利用者に係る必

要な情報提供を行った場合に加算されます。 

(Ⅱ) 2,000 円/月 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は

翌々日に、病院又は診療所の職員に対して、利用

者に係る必要な情報提供を行った場合に加算され

ます。 

退院･退所加算 

(Ⅰ)ｲ 4,500 円/回 

利用者が病院、診療所、地域密着型介護老人福祉

施設又は介護保険施設から、退院又は退所するに

当たって、病院等の職員から利用者に関する必要

な情報の提供（以下「情報提供」という）を、カ

ンファレンス以外の方法で１回得たうえでケアプ

ランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調

整を行った場合、入院又は入所期間中につき１回

を限度として加算されます。 

(Ⅰ)ﾛ 6,000 円/回 

情報提供を、カンファレンスにより１回得たうえ

でケアプランを作成し、居宅サービス等の利用に

関する調整を行った場合、入院又は入所期間中に

つき１回を限度として加算されます。 

(Ⅱ)ｲ 6,000 円/回 

情報提供を、カンファレンス以外の方法で２回以

上得たうえでケアプランを作成し、居宅サービス

等の利用に関する調整を行った場合、入院又は入

所期間中につき１回を限度として加算されます。 

(Ⅱ)ﾛ 7,500 円/回 

情報提供を２回受けており、内１回以上はカンフ

ァレンスにより得たうえでケアプランを作成し、

居宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合、入院又は入所期間中につき１回を限度として

加算されます。 

(Ⅲ) 9,000 円/回 
情報提供を３回以上受けており、内１回以上はカ

ンファレンスにより得たうえでケアプランを作
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（8） 各種減算 

 減  算 減算額 内 容 ・ 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

特定事業所 

集中減算 

2,000 円/月 

減算 

正当な理由なく、当該事業所において前６カ月

間に作成されたケアプランに位置付けられた

居宅サービスのうち、特定の事業所の割合が８

０％以上である場合に減算されます。ただし、

当該事業所のケアプラン数が一定数以下であ

る場合等一定の条件を満たす場合を除きます。 

運営基準減算 (Ⅰ) 50％/月減算 

・居宅サービス計画書の新規作成、要介護更新

認定、要介護区分の変更認定の場合において、

サービス担当者会議の開催又は担当者に対す

る照会を行っていない場合 

・居宅サービス計画原案を利用者又は家族に説

明し、文書により利用者の同意を得た上で、計

画を利用者及び担当者に交付していない場合 

・特段の事情なく１ヶ月に１度、利用者の居宅

を訪問して、利用者に面接しない場合 

成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行っ

た場合、入院又は入所期間中につき１回を限度と

して加算されます。 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

特定事業所加算 

 

(Ⅰ) 5,190 円/月 

「利用者に関する情報又はサービス提供に当た

っての留意事項に係る伝達等を目的とした会議

を定期的に開催すること」「必要に応じて、多様な

主体などが提供する生活支援のサービス（インフ

ォーマルサービスを含む）が包括的に提供される

ような居宅サービス計画を作成すること」「ヤン

グケアラー、障害者、生活困窮者、難病患者等、

高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に

関する事例検討会、研修等に参加していること」

等、厚生労働大臣が定める基準に適合する場合に

加算されます。 

(Ⅱ) 4,210 円/月 

(Ⅲ) 3,230 円/月 

（Ａ） 

 

 1,140 円/月 

 

小規模事業所が事業所間連携により質の高いケ

アマネジメントを実現していくよう、事業所間連

携により体制確保や対応等を行った場合に加算

されます。 

特定事業所      

医療介護連携加算 
1,250 円/月 

上記加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を算定している場合であ

って、前々年度の 3 月から前年度の 2 月まで

の間にターミナルケアマネジメント加算を年間

15回以上算定している場合に加算されます。 

緊急時等居宅 

カンファレンス加算 
2,000 円/月 

病院又は診療所の求めにより、病院又は診療所

の医師又は看護師等と共に利用者宅を訪問し、

カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合に、1 月の２回

を限度として加算されます。 

ターミナルケアマネジ

メント加算 
4,000 円/月 

終末期の医療やケアの方針に関する利用者又

はその家族の意向を把握した上で、同意を得て

居宅訪問を死亡日及び死亡日前 14 日以内に 2

日以上実施し、主治医及び居宅サービス計画に

位置付けた居宅サービス事業所に提供した場

合加算されます。 
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・モニタリング結果を記録していない状態が１

カ月以上継続している場合 

・利用者やその家族に対して、利用者はケアプ

ランに位置づける居宅サービス事業所につい

て、複数の事業所の紹介を求めることが可能で

あることや、当該事業所をケアプランに位置づ

けた理由を求めることが可能であること等の

説明を行わなかった場合 

(Ⅱ) 100％/月減算 
上記減算が２カ月以上継続の場合は、100％減

算となります 

業務継続計画 

未実施減算 

（居宅系サービス） 

所定単位数の 100 分の 3に相当する単位数を減算 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス提供を

継続的及び早期の業務再開を図るための計画を策定しなかった場合 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていなかった場合 

高齢者虐待防止措置

未実施減算 

所定単位数の 100 分の 1に相当する単位数を減算 

・虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じられていない場

合（指針の未整備、委員会の未開催、研修等の未実施等） 

 

３ その他の費用について 

交通費 

通常の実施地域内（曽於市内）は交通費の請求はいたしません。 

利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、運営規程の定めに基づき、下

記の交通費を請求いたします。 

①  通常の事業の実施地域を超えた地点から、片道10km 未満   0 円/回 

②  通常の事業の実施地域を超えた地点から、片道10km 以上  200 円/回 

 

４ その他の費用の請求及び支払い方法について 

費用の 

請求方法 

①  交通費の額は、利用月ごとの合計金額により請求いたします。 

② 上記に係る請求書は、利用月の翌月 15日までに利用者宛にお届け（又は郵送）

します。 

支払い方法

等 

①  請求月の末日までに、下記のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

（a） 事業者指定口座への振り込み 

（b） 現金支払い 

② お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収書をお渡しし

ますので、必ず保管されますようお願いします。 

 

５ 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用

者の状況把握のため、

利用者の居宅に訪問 

する頻度の目安 

利用者の要介護認定有効期間中、少なくとも１月に１回 

（要件を満たした場合には 2月に 1回） 

ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅

介護支援業務の遂行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た

場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあります。 

 

 

６ 居宅介護支援の提供にあたって 

（1） 利用者は、介護支援専門員に対して複数の指定居宅介護サービス事業者等の紹介を求めるこ 

とや、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由について説明を

求めることができますので、必要があれば遠慮なく申し出てください。 

（2） 居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介 

護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所など

に変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（3） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行 
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われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受

けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うも

のとします。 

（4） 介護支援専門員の担当者の選定について 

サービス提供を行う介護支援専門員として、サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決

定します。 

担当の介護支援専門員 

事業所名 曽於市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

氏  名  

電  話 099-482-4540 （夜間・土日祝）080-6446-9506 

(5) 利用者が入院された場合の入院先への担当者の伝達について 

利用者が入院された場合は、退院後の在宅生活への円滑な移行を支援等するため、早期に病

院等と情報共有や連携をする必要がありますので、当事業所から居宅介護支援の提供を受け

ていることについて、上記担当者名と連絡先を病院担当者に必ずお伝え下さい。今回お渡し

した名刺等を、提示していただいても結構です。 

(6) 担当介護支援専門員の交替について 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。介護支援専門員を交替す

る場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものと

します。 

（7） ご契約者からの交替の申し出について 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適当

と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専門

員の交替を申し出ることができます。 

ただし、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

（8） その他詳細については別紙のとおりです 

７ ケアマネジメントの公正中立性の確保について 

① 前 6か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の各サービスの利用割合 

② 前 6 か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

  ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、上記について利用者に説明を行うとと

もに、理解を得るように努め、介護サービス情報公表制度において公表しています。（別紙） 

８ サービスの開始・終了について 

（1） サービスの利用開始 

まず、お電話や事業所窓口でご相談ください。当事業所の介護支援専門員が自宅へお伺いし

ます。サービス提供の依頼を受けた後、契約を結び、居宅介護サービス計画を作成し、サー

ビス提供を開始します。 

（2） サービスの終了 

① ご契約者の都合によりサービスを終了する場合 

② 次に該当した場合は自動的にサービスを終了します 

・ご契約者が介護保険施設に入所後、６ヶ月を経過しても退所の予定がない場合 

・要介護度区分が非該当（自立）、事業対象者、要支援と認定された場合 

・ご契約者が死亡された場合、または被保険者資格を喪失した場合 

９ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

（1）  虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 地域福祉課長  

（2）  高齢者虐待防止に関する指針（マニュアル）を策定しています。 

（3）  虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ります。 
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（4）  成年後見制度の利用を支援します。 

（5）  苦情解決体制を整備しています。 

（6）  従業者に対して、虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施しています。 

（7）  サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）  

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報し

ます。 

１0 身体的拘束等の適正化について 

   事業者は、身体拘的束等の適正化の推進のために次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（1）利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ得ない場合を除き、身体的 

拘束等を行いません。 

（2）身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得 

ない理由を記録します。 

 

11 秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）利用者及び

その家族に関す

る秘密の保持に

ついて  

① 事業者は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努める

ものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提

供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三

者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後において

も継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させ

るため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密

を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。  

（２） 個人情報 

の保護について  

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人

情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で

利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙に 

よるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をも

って管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を

開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら

れた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂

正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利

用者の負担となります。) 

 

（３） 個人情報 

の使用について 

①  使用期間 

介護・総合事業サービス（以下「介護等サービス」という）の提供に必要 

な期間及び契約期間に準じます。 

②  使用する事業者範囲 

当該利用者が提供を受けるすべてのサービス事業者及び関係機関等 

③ 使用目的 

（a） 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

（b） 利用者に関わる介護等サービス計画を立案し、円滑にサービスが提 

供されるための実施するサービス担当者会議での情報提供のため 

（c） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護等サービス事業者、 

自治体（保険者）、その他社会福祉団体等との連絡調整のため 

（d） 利用者が医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意 
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見を求める必要のある場合 

（e） 利用者の利用する介護等サービス事業所内のカンファレンスのため 

（f） 行政の開催する評価会議のサービス担当者会議 

（g） その他サービス提供で必要な場合 

（h） 上記各号に関わらず、緊急を要する際の連絡及び関係機関への情報 

提供等の場合 

④ 使用条件 

（a） 個人情報の提供は必要最小限とし、サービス提供に関わる目的以外 

決して利用しない。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の

締結前からサービス終了時においても、第三者に漏らさない 

（b）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求

があれば開示する。 

 

12 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医

師又は当事業所における協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者

が予め指定する連絡先にも連絡します。 

病院名 
病院名  

連絡先  

ご家族 
氏 名  

連絡先  

 

13 事故発生時の対応方法について 

(1) 事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、  

利用者家族、居宅サービス事業所等に連絡を行ないます。 

(2) 事業所は前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録をします。 

(3) 事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行ないます。 

(4) 事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入しています。 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損保 

保険名 介護保険・社会福祉事業総合保険 

補償の概要 身体賠償 財産賠償 他 

 

 

14 身分証携行義務 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示

を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

15 サービス提供に関する相談、苦情について 

（１） 苦情処理の体制及び手順 

① 提供した居宅介護支援に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付 ける 

  ための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

②  相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

・苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪問を実

施し、状況の聞き取りや事情の確認を行う。 

・特に事業者に関する苦情である場合には、利用者の立場を考慮しながら、事業者側の責

任者に事実関係の特定を慎重に行う。 



曽於市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

10 

・相談担当者は、把握した状況について検討を行い、対応を決定する。 

・対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、利用者へ必 

ず対応方法を含めた結果報告を行う。 

 

（2）苦情申立の窓口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業者の窓口】 

曽於市社会福祉協議会 本所 

受付担当 総務課長 藤田晃二 

解決責任者 事務局長 和田幸次郎 

所 在 地 曽於市財部町南俣５０４番地１ 

電話番号 ０９８６-７２-０４６０ 

ﾌｧｯｸｽ番号 ０９８６-７２-０４２５ 

受付時間 平日 8時 30分～17時 15分 

曽於市市役所福祉介護課 

介護保険担当係 

所在地 〒899-8605 

鹿児島県曽於市末吉町二之方１９８０番地 

電話番号 ０９８６－７６－８８０７ 

受付時間 平日 8時 30分～17時 15分 

国民健康保険団体連合会 

介護保険課介護相談室 

所在地 〒890-0064 

鹿児島市鴨池新町６－６（鴨池南国ビル内） 

電話番号 ０９９－２１３－５１２２ 

福祉サービス運営適正化委員会 

所在地 〒890-0064 

鹿児島市鴨池新町１－７ 

電話番号 ０９９－２８６－２２００ 

受付時間 月～金 午前９時～午後４時 

（但し土日祝、年末年始を除く） 
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16 法人の概要と事業 

（１） 当会（法人）の概要 

   法 人 名  社会福祉法人 曽於市社会福祉協議会 

   代 表 者  会長   山本 ひとみ 

   所 在 地  鹿児島県曽於市財部町南俣５０４番地１ 

   電話番号  ０９８６－７２－０４６０ 

（２） 定款に定めた目的 

この社会福祉法人（以下「法人」という。）は，曽於市における社会福祉事業その他の社会

福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により，地域福祉の

推進を図ることを目的とする。 

（３） 定款に定めた事業      

この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

①  社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

②  社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

③  社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，宣伝，連絡，調整及び助成 

   ④ ①から③のほか，社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

  ⑤ 保健医療，教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

  ⑥ 共同募金事業への協力 

  ⑦ 居宅介護等事業の経営 

  ⑧ 老人デイサービス事業の経営       

  ⑨ 地域福祉相談センター事業 

  ⑩ 生活福祉資金貸付事業 

  ⑪ 福祉サービス利用支援事業 

  ⑫ 心配ごと相談事業 

  ⑬ 訪問給食サービス事業 

  ⑭ 訪問入浴サービス事業の経営 

  ⑮ 居宅介護支援事業の経営 

  ⑯ 障がい福祉サービス事業の経営 

  ⑰ 小規模多機能型居宅介護事業の経営 

  ⑱ ボランティア活動の振興 

  ⑲ 財部保健福祉センターの経営 

⑳ デイサービスセンターの経営 

㉑ 小口福祉資金貸付事業 

㉒ 成年後見制度に関する事業 

㉓ 曽於市地域包括支援センターの受託経営 

㉔ 曽於市生活相談支援センターの受託経営 

㉕ その他この法人の目的達成のために必要な事業 
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福祉サービスの相談・苦情受付窓口 

福祉サービス（介護サービスを含む）について相談・苦情がありましたらお気軽にご相

談ください。 

※私達は、福祉サービス向上のために、適切な解決に努めます。 

 

第三者委員の設置について 

上記の他、中立的立場で解決する第三者委員に相談することもできます。 

第三者委員 

委員 柳田 敏美 氏 0986-72-2968 

委員 上原 紀子 氏 0986-76-3105 

委員 冨岡 親志 氏 099-482-5970 

 

 

 

 

 

 

 

福祉サービス相談・苦情 

受付担当者 
総務課  藤田晃二 

福祉サービス相談・苦情 

解決責任者 
事務局長  和田幸次郎 

電話 ０９８６-７２-０４６０ 

ＦＡＸ ０９８６-７２-０４２５ 
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指定居宅介護支援サービスの提供開始にあたり、利用者様に対して上記の通り重要事項を説明し

ました。 

【説明日】 令和   年   月   日 

 

【事業者】 

 所 在 地 鹿児島県曽於市財部町南俣５０４番地１ 

 

 法  人 名 社会福祉法人曽於市社会福祉協議会 

 

 代 表 者 名 会長  山本 ひとみ  

 

【事業所】 

 所  在  地  鹿児島県曽於市大隅町岩川５７１８番地１ 

 

事 業 所 名 曽於市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

 

 説明者氏名 介護支援専門員   

             

    

 

  事業所より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

 また１０の（３）に記載している個人情報の使用についても、同意します。 

 

【同意日】 令和   年   月   日 

 

【利用者】 

       

住 所    曽於市                             

 

   

 氏 名                                  

     

【署名代行者（又は代理人）】    

       

 

   住 所                                

 

 

 氏 名                   （本人との続柄      ） 

 

【家族】※緊急連絡先の登録される家族含む 

 

氏 名                   （本人との続柄      ） 

  

   氏 名                   （本人との続柄      ） 

 

   氏 名                   （本人との続柄      ） 

 

氏 名                   （本人との続柄      ） 
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別紙        居宅介護支援業務の内容等は次のとおりとなります。 

 

１ 居宅介護支援業務の実施 

（1）事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させる

ものとします。 

（2）指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

２ 居宅サービス計画の作成について 

（1）介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

① 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、 

立場の十分な理解と課題の把握に努めます。 

② 利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業 

者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。 

③ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当 

に偏るような誘導または指示を行いません。 

④ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの 

提供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

（2）介護支援専門員は、利用者が訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ 

ン等の医療サービスの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等(入院中

の主治の医師を含む)の意見を求めます。 

（3）介護支援専門員、意見を求めた主治の医師等に対して、利用者の同意を得た居宅サー 

ビス計画書を交付します。 

（4）介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料 

等の利用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 

① 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に 

基づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

② 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事 

業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

３ サービス実施状況の把握、評価について 

（1）介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状 

況の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、

指定居宅サービス事業者等との連絡調整、その他の便宜の提供を行います。 

また、主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

（2）上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡 

を継続的に行うこととし、少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面談 

するとともに１月に１回、モニタリングの結果を記録します。ただし、以下の場合に関しては、

少なくとも２月に 1回の利用者の居宅を訪問する場合もあります。 

① 利用者の同意を事前に得ること。 

② サービス担当者会議等において、次に掲げる事項すべてにについて主治医、関係者の同意

を得ている。 

・利用者の状態が安定していること 

・利用者（又は家族サポートにて）がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること 

・収集できない情報は他事業所と連携して収集する 

（3）介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者 

の状態を定期的に評価します。 

（4）介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した 

場合、または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利 

用者に介護保険施設に関する情報を提供します。 
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（5）居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、介護支

援専門員等は、居宅サービス計画等に位置づけた指定居宅サービス等の担当者から個別サービ

ス計画の提出を求めることとします。 

４ 居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の

変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、

この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

５ 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保

険団体連合会に提出します。 

６ 要介護認定等の協力について 

（1）事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う 

区分変更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

（2）事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わ 

って行います。 

７ 居宅サービス計画等の情報提供について 

（1）利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービ 

ス計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の

提供に誠意をもって応じます。 

（2）介護保険法上に位置づけた地域ケア会議において、個別のケアマネジメン事例の提 

供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めます。 

８ その他 

  （1）介護支援専門員は、サービス担当者会議（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族が参加する場合にあっ

ては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない）の

開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サー

ビス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものと

します。ただし、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治

の医師又は歯科医師（以下この条において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して

必要と認める場合その他のやむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照

会等により意見を求めることができるものとします。 

  （2）区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護の生活援助の利用が大部分を占

めるケアプランを作成する場合において、ケアプランの検証のため、行政職員やリハビ

リテーション専門職がサービス担当者会議等に参加し対応するものとします。 

（3）介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護 を位

置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意

するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短

期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむ

ね半数を超えないようにするものとします。 

（4）居宅サービス計画に福祉用具貸与が位置付けられる場合にあっては、その利用の 妥当

性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を掲載するとともに、必要に応じて

随時サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証

をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を居宅サー

ビス計画に記載するものとします。また、一部の用具(固定用スロープ、歩行器、単点

杖、多点杖)について、貸与と販売の選択制を導入する。その際、利用者や家族への十分

な説明と多職種の意見や利用者の身体状況等を踏まえた提案等を行うこととする。 
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介護・介護予防・総合事業サービス（以下「介護等サービス」という） 

提供事業者における個人情報の使用目的について（使用目的別紙） 

 

社会福祉法人曽於市社会福祉協議会では、個人情報保護法及び利用者の権利と尊厳を守り安全管理に配慮

する「個人情報に関する基本方針」の下、ここに利用者の個人情報の「使用目的」を公表します。 

【利用者への介護等サービスの提供に必要な使用目的】 

１ 事業者内部での使用目的 

    ① 当該事業者が利用者等に提供する介護等サービス 

    ② 介護保険事務 

    ③ 介護等サービスの利用者に係る事業所等の管理運営業務のうち次のもの 

・サービス利用開始、終了等の管理 

・会計、経理 

・介護事故、緊急時等の報告 

・当該利用者の介護等サービスの向上 

④ 費用の請求及び収受に関する業務 

２ 他の介護事業者等への情報提供を伴う使用目的 

① 当該事業者が利用者等に提供する介護等サービスのうち 

・当該利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業者等との連携 

（サービス担当者会議等）、照会への回答 

     ・その他の業務委託 

     ・利用者の診療等にあたり、医師の意見、助言を求める場合 

     ・家族等への心身の状況説明 

    ② 介護保険事務のうち 

     ・保険事務の委託 

     ・審査支払い機関へのレセプトの提出 

     ・審査支払い機関又は保険者からの照会への回答 

    ③ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

【上記以外の使用目的】 

１ 介護関係事業者の内部での利用者に係る使用目的 

    ① 当該事業者の管理運営業務のうちの次のもの 

     ・介護等サービスや業務の維持、改善の基礎資料 

     ・当該事業者等において行われるボランティア及び学生等の実習への協力 

     ・介護等サービスの質の向上を目的とした当該事業者にて行われる事例研究等 

２ 他の事業者等への情報提供に係る使用目的 

  ① 当該事業者の管理運営業務のうち 

   ・外部監査機関、評価機関等への情報提供 

３ 所在不明時の他、緊急を要する際の関係機関等への情報提供に係る使用目的  

・所在不明時に迅速に情報を共有する為に、ご本人の氏名、写真、特徴等の情報を提供する 

※ただし、あらかじめ撮影した利用者の顔写真等は、本会にて厳重に管理し、情報提供にあたって   

はご本人やご家族に、事前に使用の同意を得た場合に限るものとする 

 

  上記の使用目的について、お申し出がないものについては、同意していただけたものとして取り扱わせ

ていただきますがお申し出はいつでも変更、撤回等することができます。使用目的の必要な範囲を超えて

個人情報を取り扱うことはいたしません。なお、上記以外の目的で使用する場合には、あらかじめ利用者

本人の同意を得ることとします。 

令和 4年 10月 1日  

社会福祉法人 曽於市社会福祉協議会 

会  長 山本 ひとみ 

                         事務局長 和田 幸次郎 


